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第
１　

は
じ
め
に

公
立
病
院
の
診
療
報
酬（
私
債
権
）、水
道
料
金（
私

債
権
）・
下
水
道
使
用
料
（
強
制
徴
収
公
債
権
）、
公

営
住
宅
の
家
賃
（
私
債
権
）
等
地
方
公
共
団
体
の
債

権
（
以
下
「
自
治
体
債
権
」
と
い
う
。）
に
は
様
々

な
も
の
が
あ
る
が
、
こ
れ
ら
の
特
徴
と
し
て
、
①
金

額
が
小
口
で
あ
り
、
数
が
膨
大
で
あ
る
も
の
が
あ
る

こ
と
の
ほ
か
、
②
取
引
の
相
手
方
を
選
択
で
き
な
い

も
の
が
あ
る
こ
と
、
③
同
時
履
行
で
は
な
く
、
後
払

い
の
も
の
が
あ
る
こ
と
、
④
福
祉
に
配
慮
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
も
の
が
あ
る
こ
と
、
⑤
分
野
（
そ
れ
に

応
じ
た
規
律
）
が
多
種
多
様
で
あ
る
こ
と
な
ど
を
挙

げ
る
こ
と
が
で
き
る
と
思
う
。
こ
れ
ら
の
こ
と
が
要

因
と
な
り
、
自
治
体
債
権
は
、
民
間
事
業
者
の
債
権

と
比
し
て
、
管
理
・
回
収
が
困
難
な
も
の
が
少
な
く

な
い
の
に
、職
員
が
責
任
を
問
わ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。

そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
自
治
体
債
権
の
管
理
・
回
収

に
関
わ
る
判
例
、
裁
判
例
に
つ
い
て
整
理
し
た
い
。

第
２　

最
高
裁
平
成
21
年
４
月
28
日
判

決
１　

事
案
の
概
要

⑴　

Ａ
市
の
ご
み
焼
却
施
設
（
ス
ト
ー
カ
炉
）
の
建

設
工
事
の
入
札
（
以
下
「
本
件
入
札
」
と
い
う
。）

に
お
い
て
、
Ｙ
１
を
構
成
員
と
す
る
共
同
企
業
体

（
以
下
「
本
件
共
同
企
業
体
」
と
い
う
。）
が
落
札
・

受
注
し
た
。

⑵　

公
正
取
引
委
員
会
は
、
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
Ｙ
１

～
Ｙ
５
（
被
上
告
人
。
以
下
「
被
上
告
人
ら
５
社
」

と
い
う
。）が
地
方
公
共
団
体
の
発
注
す
る
ス
ト
ー

カ
炉
の
新
設
等
の
工
事
に
つ
い
て
談
合
を
行
っ
た

と
し
て
、
排
除
措
置
を
命
ず
る
審
決
（
以
下
「
別

件
審
決
」
と
い
う
。）
を
し
た
。

⑶　

被
上
告
人
ら
５
社
は
、
排
除
措
置
命
令
を
不
服

と
し
て
、
別
件
審
決
の
取
消
訴
訟
を
提
起
し
た
。

な
お
、
当
該
取
消
訴
訟
は
、
本
件
訴
訟
の
控
訴
審

の
口
頭
弁
論
終
結
時
も
係
属
中
で
あ
っ
た
。

⑷　

Ａ
市
の
住
民
で
あ
る
Ｘ
（
上
告
人
）
は
、
被
上

告
人
ら
５
社
の
談
合
に
よ
り
本
件
共
同
企
業
体
が

正
常
な
想
定
落
札
価
格
と
比
較
し
て
不
当
に
高
い

価
格
で
落
札
・
受
注
し
た
た
め
、
Ａ
市
が
損
害
を

被
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
Ａ
市
長
が
被
上
告
人

ら
５
社
に
対
す
る
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償

請
求
権
の
行
使
を
違
法
に
怠
っ
て
い
る
と
し
て
、

地
方
自
治
法
（
平
成
14
年
改
正
前
）
第
２
４
２
条

の
２
第
１
項
第
４
号
に
基
づ
き
、市
に
代
位
し
て
、

怠
る
事
実
に
係
る
相
手
方
で
あ
る
被
上
告
人
ら
５

債
権
の
行
使
・
不
行
使
に
裁
量
は
な
い
と
し
た
判
例 弁

護
士

羽
根
　
一
成

重
要
判
例
に
学
ぶ

地
方
自
治
の
知
識

損
害
賠
償
代
位
等
請
求
事
件

最
高
裁
判
所
平
成
21
年
４
月
28
日
第
三
小
法
廷
判
決
（
最
高
裁
判
所
裁
判
集
民
事
２
３
０
号
６
０
９
頁
）
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社
に
対
し
損
害
賠
償
を
求
め
る
住
民
訴
訟
（
本
件

訴
訟
）
を
提
起
し
た
。

⑸　

本
件
訴
訟
の
第
１
審
判
決
は
、
被
上
告
人
ら
５

社
が
、
談
合
に
関
す
る
基
本
的
な
合
意
を
し
、
そ

の
合
意
に
基
づ
き
本
件
入
札
ま
で
に
本
件
共
同
企

業
体
を
受
注
予
定
者
と
す
る
個
別
談
合
を
行
っ
た

こ
と
に
よ
り
、
被
上
告
人
ら
５
社
は
、
本
件
入
札

に
お
い
て
健
全
な
自
由
競
争
に
よ
り
形
成
さ
れ
る

想
定
落
札
価
格
を
上
回
る
入
札
価
格
で
本
件
共
同

企
業
体
に
落
札
さ
せ
、
本
件
工
事
を
受
注
さ
せ
る

と
い
う
共
同
不
法
行
為
を
行
っ
た
と
認
定
し
、
Ａ

市
長
は
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
の

行
使
を
違
法
に
怠
っ
て
い
る
と
し
て
、
Ｘ
の
請
求

を
一
部
認
容
し
た
。

２　

原
判
決（
大
阪
高
裁
平
成
19
年
11
月
30
日
判
決
）

「
談
合
は
秘
密
裏
に
さ
れ
客
観
的
な
証
拠
が
ほ
と

ん
ど
残
さ
れ
て
い
な
い
の
が
通
常
で
あ
る
か
ら
、
そ

の
主
張
、
立
証
は
複
雑
か
つ
困
難
で
あ
り
、
市
の
被

上
告
人
ら
に
対
す
る
損
害
賠
償
請
求
権
は
、
客
観
的

に
も
明
ら
か
な
債
権
で
あ
る
と
か
、
容
易
に
主
張
、

立
証
が
可
能
な
債
権
と
い
う
も
の
で
は
な
く
、
そ
も

そ
も
不
法
行
為
を
構
成
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
評
価

が
分
か
れ
る
余
地
が
多
分
に
あ
る
。」

ま
た
、「
本
件
の
よ
う
に
、
怠
る
事
実
の
対
象
と

な
る
債
権
が
独
禁
法
違
反
を
理
由
と
す
る
不
法
行
為

に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
の
場
合
に
は
、
独
禁
法

25
条
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
の
行
使
も
可
能
で

あ
る
」。

そ
う
す
る
と
、「
市
長
に
お
い
て
、
別
件
審
決
の

確
定
を
待
っ
て
、
独
禁
法
25
条
に
基
づ
く
損
害
賠
償

請
求
権
な
い
し
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求

権
を
行
使
す
る
こ
と
を
選
択
し
、
原
審
口
頭
弁
論
終

結
時
〔
筆
者
注
：
本
件
訴
訟
の
控
訴
審
の
口
頭
弁
論

終
結
時
〕
ま
で
、
被
上
告
人
ら
に
対
し
、
不
法
行
為

に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
を
行
使
し
な
か
っ
た
と

し
て
も
、
そ
れ
は
客
観
的
に
存
在
す
る
債
権
を
理
由

も
な
く
放
置
し
た
り
免
除
し
た
り
す
る
も
の
で
は
な

く
、
そ
の
判
断
に
は
合
理
性
が
あ
る
と
い
う
べ
き
で

あ
る
か
ら
、
当
該
債
権
の
不
行
使
を
違
法
な
怠
る
事

実
と
認
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
」。

３　

判
旨

⑴
　
債
権
の
行
使
・
不
行
使
の
裁
量

ア
　
原
則

「
地
方
公
共
団
体
が
有
す
る
債
権
の
管
理
に
つ
い

て
定
め
る
法
２
４
０
条
、
地
方
自
治
法
施
行
令

１
７
１
条
か
ら
１
７
１
条
の
７
ま
で
の
規
定
に
よ
れ

ば
、
客
観
的
に
存
在
す
る
債
権
を
理
由
も
な
く
放
置

し
た
り
免
除
し
た
り
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
ず
、
原
則

と
し
て
、
地
方
公
共
団
体
の
長
に
そ
の
行
使
又
は
不

行
使
に
つ
い
て
の
裁
量
は
な
い
（
最
高
裁
平
成
12
年

（
行
ヒ
）
第
２
４
６
号
同
16
年
４
月
23
日
第
二
小
法

廷
判
決
・
民
集
58
巻
４
号
８
９
２
頁
参
照
）。」

イ
　
例
外

も
っ
と
も
、「
地
方
公
共
団
体
の
長
が
債
権
の
存

在
を
お
よ
そ
認
識
し
得
な
い
よ
う
な
場
合
に
ま
で
そ

の
行
使
を
義
務
付
け
る
こ
と
は
で
き
な
い
上
、
不
法

行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
は
、
債
権
の
存
否

自
体
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
場
合
が
多
い
こ

と
か
ら
す
る
と
、
そ
の
不
行
使
が
違
法
な
怠
る
事
実

に
当
た
る
と
い
う
た
め
に
は
、
少
な
く
と
も
、
客
観

的
に
見
て
不
法
行
為
の
成
立
を
認
定
す
る
に
足
り
る

証
拠
資
料
を
地
方
公
共
団
体
の
長
が
入
手
し
、
又
は

入
手
し
得
た
こ
と
を
要
す
る
」（
傍
線
は
筆
者
に
よ

る
。
以
下
同
様
）。

⑵
　
本
件
へ
の
当
て
は
め

別
件
審
決
の
内
容
（
前
記
１
⑵
）、
本
件
訴
訟
の

第
一
審
判
決
の
内
容
（
前
記
１
⑸
）、
さ
ら
に
、
市

長
は
「
本
件
訴
訟
に
お
い
て
証
拠
と
し
て
提
出
さ
れ

た
別
件
審
判
事
件
の
資
料
や
別
件
審
決
の
審
決
書
等

の
証
拠
資
料
を
容
易
に
入
手
す
る
こ
と
が
で
き
た
」

こ
と
か
ら
、「
仮
に
、
本
件
訴
訟
に
お
い
て
提
出
さ

れ
た
証
拠
に
よ
り
、
被
上
告
人
ら
に
よ
る
上
記
不
法

行
為
の
事
実
が
認
定
さ
れ
得
る
の
で
あ
れ
ば
、
市
長

は
、
客
観
的
に
見
て
上
記
不
法
行
為
の
成
立
を
認
定

す
る
に
足
り
る
証
拠
資
料
を
入
手
し
得
た
も
の
と
い

う
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
り
、
そ
う
で
あ
る
と
す
れ

ば
、
遅
く
と
も
本
件
訴
訟
の
第
１
審
判
決
の
時
点
で

は
、
市
長
に
お
い
て
、
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
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償
請
求
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
つ
き
、
格
別
の
支
障

が
な
か
っ
た
も
の
と
一
応
判
断
さ
れ
る
」。

最
高
裁
は
、
こ
の
よ
う
に
判
示
し
て
、
さ
ら
に
審

理
（「
被
上
告
人
ら
に
よ
る
不
法
行
為
の
成
立
を
認

定
す
る
に
足
り
る
証
拠
資
料
の
有
無
等
に
つ
き
本
件

訴
訟
に
提
出
さ
れ
た
証
拠
の
内
容
、
別
件
審
決
の
存

在
・
内
容
等
を
具
体
的
に
検
討
」
し
、「
不
法
行
為

に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
の
不
行
使
を
正
当
と
す

る
よ
う
な
事
情
が
存
在
す
る
」
の
か
否
か
を
検
討
す

る
こ
と
）
を
尽
く
さ
せ
る
た
め
、
本
件
を
原
審
に
差

し
戻
し
た
。

⑶
　
独
禁
法
第
25
条
と
の
関
係

ち
な
み
に
、
談
合
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、
不
法

行
為
（
民
法
第
７
０
９
条
）
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請

求
が
で
き
る
ほ
か
、
排
除
措
置
命
令
が
確
定
し
た
後

に
、
独
禁
法
第
25
条
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
を
す

る
こ
と
も
で
き
、
後
者
で
は
、
主
張
・
立
証
の
負
担

が
軽
減
（
故
意
・
過
失
の
主
張
・
立
証
が
不
要
）
さ

れ
て
い
る
。

そ
の
た
め
、
Ａ
市
と
し
て
は
、
不
法
行
為
に
基
づ

く
損
害
賠
償
請
求
を
せ
ず
に
、
排
除
措
置
命
令
の
確

定
を
待
っ
て
、
独
禁
法
第
25
条
に
基
づ
く
損
害
賠
償

請
求
を
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
が
、
最
高
裁
は
、

「
そ
の
こ
と
だ
け
で
は
、
当
然
に
不
法
行
為
に
基
づ

く
損
害
賠
償
請
求
権
を
行
使
し
な
い
こ
と
を
正
当
化

す
る
理
由
と
な
る
も
の
で
は
な
い
」
と
し
た
。

４　

実
務
上
の
検
討

⑴　

最
高
裁
は
、
長
は
、
原
則
と
し
て
、
客
観
的
に

存
在
す
る
自
治
体
債
権
は
行
使
し
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
例
外
的
に
、
①
「
債
権
の
存
在
を
お
よ
そ
認

識
し
得
な
い
よ
う
な
場
合
」、
②
「
客
観
的
に
見

て
不
法
行
為
の
成
立
を
認
定
す
る
に
足
り
る
証
拠

資
料
を
地
方
公
共
団
体
の
長
が
入
手
し
、
又
は
入

手
し
得
た
」
と
は
い
え
な
い
場
合
に
は
、
行
使
し

な
い
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
（
な
お
、
債
権

の
行
使
・
不
行
使
に
裁
量
は
な
い
と
す
る
原
則
に

つ
い
て
は
、
本
判
決
に
先
立
つ
最
高
裁
平
成
16
年

４
月
23
日
判
決
で
も
、
同
様
の
判
示
が
さ
れ
て
い

た
。）。

本
件
の
債
権
は
、
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠

償
請
求
権
で
あ
り
、こ
の
「
損
害
賠
償
請
求
権
は
、

客
観
的
に
も
明
ら
か
な
債
権
で
あ
る
と
か
、
容
易

に
主
張
、
立
証
が
可
能
な
債
権
と
い
う
も
の
で
は

な
く
、
そ
も
そ
も
不
法
行
為
を
構
成
す
る
か
否
か

に
つ
い
て
評
価
が
分
か
れ
る
余
地
が
多
分
に
あ

る
」
場
合
も
あ
る
か
ら
、「
客
観
的
に
見
て
不
法

行
為
の
成
立
を
認
定
す
る
に
足
り
る
証
拠
資
料
を

地
方
公
共
団
体
の
長
が
入
手
し
、
又
は
入
手
し
得

た
」
の
か
ど
う
か
問
題
と
な
る
余
地
が
あ
る
。

他
方
、
公
立
病
院
の
診
療
報
酬
、
水
道
料
金
・

下
水
道
使
用
料
、
公
営
住
宅
の
家
賃
等
に
つ
い
て

は
、
特
殊
な
事
案
を
除
け
ば
、
客
観
的
に
見
て
債

権
の
成
立
を
認
定
す
る
に
足
り
る
証
拠
資
料
が
手

も
と
に
な
い
と
い
う
こ
と
は
な
い
か
ら
、
そ
れ
を

「
入
手
し
又
は
入
手
し
得
た
」
の
か
ど
う
か
問
題

と
な
る
余
地
は
な
く
、
原
則
ど
お
り
、
必
ず
行
使

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
る
。

客
観
的
に
存
在
す
る
自
治
体
債
権
を
行
使
し
な

か
っ
た
場
合
に
つ
い
て
は
裁
判
例
が
あ
る
（
後
述

の
第
３
）。

⑵　

一
般
的
な
債
務
整
理
（
任
意
整
理
）
の
場
面
で

は
、
元
本
と
発
生
済
み
の
利
息
・
遅
延
損
害
金
の

合
計
額
で
残
債
務
額
を
確
定
さ
せ
、
そ
れ
を
分
割

で
返
済
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
の
際
に
、
民
間

事
業
者
（
消
費
者
金
融
）
で
あ
れ
ば
、
分
割
で
返

済
し
て
い
る
期
間
中
の
遅
延
損
害
金
の
カ
ッ
ト
に

応
じ
て
も
ら
う
こ
と
が
で
き
る
。
分
割
で
返
済
し

て
い
る
期
間
中
も
遅
延
損
害
金
が
発
生
し
続
け
る

こ
と
に
な
る
と
、
債
務
者
の
経
済
的
な
更
生
を
図

る
こ
と
が
困
難
と
な
る
（
破
産
す
る
し
か
な
く
な

る
）
た
め
で
あ
る
。

他
方
、
客
観
的
に
存
在
す
る
自
治
体
債
権
は
行

使
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
は
、
分
納

誓
約
書
の
差
し
入
れ
が
あ
り
、
そ
の
分
納
計
画
ど

お
り
に
分
割
で
支
払
っ
て
い
て
も
、
そ
の
期
間
中

も
遅
延
損
害
金
（
延
滞
金
）
が
発
生
し
続
け
て
お

り
、
完
済
後
に
は
、
さ
ら
に
そ
れ
を
請
求
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
納
付
交
渉

に
お
い
て
、資
力
に
乏
し
い
滞
納
者
に
対
し
て
「
遅



重要判例に学ぶ
地方自治の知識

81◆自治体法務研究 2026・夏

延
損
害
金
（
延
滞
金
）
は
い
い
か
ら
、
元
本
だ
け

で
も
払
っ
て
ほ
し
い
」
と
い
う
よ
う
な
対
応
を
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
（
そ
れ
を
す
る
た
め
に
は
、

履
行
延
期
の
特
約
を
す
る
か
、
和
解
（
地
方
自
治

法
第
96
条
第
１
項
第
12
号
）
な
い
し
権
利
の
放
棄

（
同
項
第
10
号
）
の
議
決
が
必
要
で
あ
る
。）。

遅
延
損
害
金
（
延
滞
金
）
を
請
求
し
な
か
っ
た

場
合
に
つ
い
て
は
裁
判
例
が
あ
る
（
後
述
の
第

４
）。

⑶　

地
方
自
治
法
第
２
４
０
条
第
２
項
は
、「
普
通

地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
債
権
に
つ
い
て
、
政
令

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
督
促
、
強
制
執

行
そ
の
他
そ
の
保
全
及
び
取
立
て
に
関
し
必
要
な

措
置
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」
と
定
め
て

い
る
。
こ
れ
を
受
け
て
、
地
方
自
治
法
施
行
令
第

１
７
１
条
は
、「
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
、

債
権
（
…
）
に
つ
い
て
、
履
行
期
限
ま
で
に
履
行

し
な
い
者
が
あ
る
と
き
は
、
期
限
を
指
定
し
て
こ

れ
を
督
促
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」
と
定
め
、

同
第
１
７
１
条
の
２
本
文
及
び
第
３
号
は
、「
普

通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
債
権
（
…
）
に
つ
い

て
、
同
法
第
二
百
三
十
一
条
の
三
第
一
項
又
は
前

条
の
規
定
に
よ
る
督
促
を
し
た
後
相
当
の
期
間
を

経
過
し
て
も
な
お
履
行
さ
れ
な
い
と
き
は
、
次
に

掲
げ
る
措
置
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」「
三

　

前
二
号
に
該
当
し
な
い
債
権
〔
筆
者
注
：
担
保

の
付
さ
れ
て
い
る
債
権
、債
務
名
義
の
あ
る
債
権
〕

（
…
）
に
つ
い
て
は
、
訴
訟
手
続
（
非
訟
事
件
の

手
続
を
含
む
。）に
よ
り
履
行
を
請
求
す
る
こ
と
。」

と
定
め
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
規
定
は「
～
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

と
す
る
義
務
規
定
で
あ
る
か
ら
、
客
観
的
に
存
在

す
る
自
治
体
債
権
は
行
使
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
い
う
こ
と
は
、
原
則
と
し
て
、
訴
訟
を
提
起
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る（
な
お
、

強
制
徴
収
公
債
権
で
は
、
訴
訟
の
提
起
は
必
要
な

い
が
、
そ
の
代
わ
り
に
、
地
方
税
の
滞
納
処
分
の

例
に
よ
り
処
分
（
差
押
え
等
）
す
る
こ
と
が
義
務

づ
け
ら
れ
て
い
る
。）。

例
外
的
に
訴
訟
を
提
起
し
な
い
こ
と
が
で
き
る

の
は
、
①
徴
収
停
止
（
地
方
自
治
法
施
行
令
第

１
７
１
条
の
５
）、
②
履
行
延
期
の
特
約
（
同
第

１
７
１
条
の
６
）、
③
免
除
（
同
第
１
７
１
条
の

７
）、
④
権
利
の
放
棄
の
議
決
（
地
方
自
治
法
第

96
条
第
１
項
第
10
号
）、
⑤
債
権
放
棄
（
債
権
管

理
条
例
）
が
あ
る
場
合
に
限
ら
れ
る
（
な
お
、
強

制
徴
収
公
債
権
に
は
、
徴
収
の
猶
予
（
地
方
税
法

第
15
条
）、
換
価
の
猶
予
（
同
法
第
15
条
の
５
、
第

15
条
の
６
）、
滞
納
処
分
の
執
行
停
止
（
同
法
第

15
条
の
７
）
が
あ
る
。）。

な
お
、
実
務
上
活
用
さ
れ
て
い
る
分
納
誓
約
書

は
、
法
律
で
認
め
ら
れ
た
制
度
で
は
な
い
。
滞
納

者
が
一
方
的
に
分
納
誓
約
書
を
差
し
入
れ
、
そ
の

分
納
計
画
ど
お
り
に
支
払
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

訴
訟
の
提
起
を
保
留
し
て
い
る
と
い
う
事
実
状
態

で
あ
る
（
ち
な
み
に
、
後
述
の
第
４
・
２
の
名
古

屋
高
裁
判
決
で
は
、
14
年
の
分
割
払
い
は
、
違
法

に
徴
収
金
の
徴
収
を
怠
る
事
実
に
当
た
る
と
さ
れ

て
い
る
。）。

訴
訟
を
提
起
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
に
、
こ

れ
を
怠
り
、
自
治
体
債
権
を
時
効
消
滅
さ
せ
た
場

合
に
つ
い
て
は
裁
判
例
が
あ
る
（
後
述
の
第
５
）。

第
３　

客
観
的
に
存
在
す
る
自
治
体
債

権
を
行
使
し
な
か
っ
た
場
合
の
裁
判

例
１　

岐
阜
地
裁
平
成
24
年
２
月
９
日
判
決
〔
市
有
地

の
占
有
料
相
当
額
〕

「
Ｙ
市
長
は
、（
…
）
占
有
者
で
あ
る
相
手
方
ら
に

対
し
、（
…
）
占
有
料
相
当
額
の
損
害
賠
償
請
求
権

又
は
不
当
利
得
返
還
請
求
権
を
行
使
す
べ
き
で
あ

り
、
こ
れ
を
行
使
し
な
い
で
い
る
こ
と
は
、
債
権
の

管
理
を
違
法
に
怠
る
事
実
に
あ
た
る
」。

２　

大
阪
高
裁
平
成
28
年
７
月
29
日
判
決
（
原
審
：

京
都
地
裁
平
成
28
年
３
月
３
日
判
決
）〔
道
路
占

用
料
相
当
額
〕

「
本
件
市
道
の
管
理
者
で
あ
る
被
告
は
、
本
件
市

道
を
権
原
な
く
占
有
し
て
い
る
Ａ
天
満
宮
に
対
し
、

占
用
料
相
当
額
の
不
当
利
得
返
還
請
求
権
を
取
得
し
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て
お
り
（
…
）、
被
告
が
当
該
不
当
利
得
返
還
請
求

権
を
行
使
し
な
い
こ
と
は
、
違
法
で
あ
る
」。

第
４　

遅
延
損
害
金
（
延
滞
金
）
を
請

求
し
な
か
っ
た
場
合
の
裁
判
例

１　

津
地
裁
平
成
17
年
２
月
24
日
判
決
〔
固
定
資
産

税
の
延
滞
金
〕

「
固
定
資
産
税
の
滞
納
分
に
対
す
る
督
促
状
を
発

し
て
か
ら
10
日
以
内
に
差
押
え
が
さ
れ
な
い
か
ら
と

い
っ
て
、
当
然
に
こ
れ
が
地
方
税
法
に
違
反
す
る
と

は
い
え
な
い
が
、
差
押
え
等
滞
納
処
分
を
取
ら
れ
な

い
た
め
に
実
質
的
に
公
金
徴
収
権
の
確
保
が
図
ら
れ

な
い
場
合
や
、
公
平
を
欠
き
偏
頗
な
徴
税
行
為
で
あ

る
と
み
ら
れ
る
場
合
に
は
、
地
方
団
体
の
長
は
そ
の

裁
量
を
逸
脱
し
、
徴
収
金
の
徴
収
を
違
法
に
怠
る
も

の
と
解
す
る
」。

そ
し
て
、「
被
告
町
長
が
（
…
）
滞
納
処
分
を
し

な
い
こ
と
は
、
実
質
的
に
公
金
徴
収
権
の
確
保
が
図

ら
れ
な
い
も
の
で
あ
る
と
と
も
に
、
公
平
を
欠
き
偏

頗
な
徴
税
行
為
で
あ
る
と
も
い
う
べ
き
で
あ
っ
て
、

被
告
町
長
は
そ
の
裁
量
を
逸
脱
し
、
徴
収
金
の
徴
収

を
違
法
に
怠
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
」。

２　

名
古
屋
高
裁
平
成
18
年
１
月
19
日
判
決
〔
不
動

産
取
得
税
の
延
滞
金
〕

「
本
件
延
滞
金
に
対
す
る
督
促
状
を
発
し
て
か
ら

10
日
以
内
に
差
押
え
が
な
さ
れ
な
い
か
ら
と
い
っ

て
、
当
然
に
こ
れ
が
地
方
税
法
に
違
反
す
る
と
は
い

え
な
い
が
、
差
押
え
等
の
滞
納
処
分
が
と
ら
れ
な
い

こ
と
に
よ
り
、
実
質
的
に
公
金
徴
収
権
の
確
保
が
図

ら
れ
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
、
あ
る
い
は
、
一
般

的
に
み
て
公
平
を
欠
き
、
偏
頗
な
徴
税
行
為
で
あ
る

と
認
め
ら
れ
る
場
合
等
に
は
、
地
方
団
体
の
長
は
、

そ
の
裁
量
を
逸
脱
し
、
徴
収
金
の
徴
収
を
違
法
に
怠

る
も
の
と
解
す
る
」。

そ
し
て
、「
本
件
延
滞
金
が
完
済
さ
れ
る
ま
で
に

は
こ
の
後
14
年
あ
ま
り
か
か
る
こ
と
に
な
る
な
ど
の

諸
事
情
に
照
ら
し
て
考
慮
す
る
と
、
被
控
訴
人
が
、

現
時
点
に
お
い
て
も
、
本
件
延
滞
金
の
徴
収
を
図
る

た
め
の
何
ら
の
担
保
も
取
る
こ
と
な
く
、
Ａ
の
上
記

分
割
納
付
を
事
実
上
認
め
る
こ
と
に
よ
り
、
本
件
延

滞
金
の
滞
納
処
分
を
怠
る
こ
と
は
、
合
理
的
な
根
拠

が
な
く
、
も
は
や
実
質
的
に
公
金
徴
収
権
の
確
保
が

図
ら
れ
な
い
蓋
然
性
が
相
当
程
度
高
く
、
徴
収
権
者

と
し
て
の
裁
量
を
逸
脱
し
て
い
る
」。

第
５　

自
治
体
債
権
を
時
効
消
滅
さ
せ

た
場
合
の
裁
判
例

１　

東
京
高
裁
平
成
13
年
２
月
22
日
判
決
（
原
審
：

浦
和
地
裁
平
成
12
年
４
月
24
日
判
決
）〔
市
民
税
〕

「
本
件
補
助
職
員
は
、
本
件
滞
納
者
に
対
し
、
昭

和
六
二
年
度
分
の
市
民
税
に
つ
い
て
、
平
成
三
年

一
一
月
二
〇
日
に
督
促
状
を
発
し
た
が
、
本
件
滞
納

者
は
、
同
日
か
ら
一
〇
日
を
経
過
し
た
日
ま
で
に
督

促
に
係
る
市
民
税
を
納
付
し
な
か
っ
た
と
い
う
の
で

あ
る
か
ら
、
本
件
補
助
職
員
は
、
本
件
滞
納
者
に
は

法
三
三
一
条
一
項
一
号
に
該
当
す
る
事
由
が
存
す
る

と
し
て
、
平
成
三
年
一
一
月
三
〇
日
以
降
、
本
件
滞

納
者
の
資
産
を
調
査
し
て
、
本
件
不
動
産
を
差
し
押

さ
え
、
昭
和
六
二
年
度
分
の
市
民
税
の
徴
収
権
を
保

全
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
」。

と
こ
ろ
で
、「
Ｙ
市
長
で
あ
る
被
告
は
、
市
民
税

を
賦
課
徴
収
す
る
事
務
を
管
理
し
、
執
行
す
る
権
限

を
有
し
て
い
る
か
ら（
地
方
自
治
法
一
四
八
条
一
項
、

二
条
三
項
二
一
号
、
一
四
九
条
三
号
、
Ｙ
市
税
条
例

三
条
（
…
））、
た
と
え
、
市
民
税
の
督
促
及
び
催
告
、

差
押
え
に
伴
う
登
記
、
参
加
差
押
等
の
権
限
が
財
務

部
納
税
課
長
の
専
決
と
さ
れ
て
い
た
と
し
て
も
、
被

告
は
、
財
務
部
納
税
課
長
が
財
務
会
計
上
の
違
法
行

為
を
す
る
こ
と
を
阻
止
す
べ
き
指
揮
監
督
上
の
義
務

を
負
う
と
い
う
べ
き
で
あ
り
、右
義
務
に
違
反
し
て
、

故
意
又
は
過
失
に
よ
り
、
財
務
部
納
税
課
長
の
財
務

会
計
上
の
違
法
行
為
を
阻
止
し
な
か
っ
た
場
合
は
、

Ｙ
市
に
対
し
、
右
財
務
会
計
上
の
違
法
行
為
に
よ
り

Ｙ
市
が
被
っ
た
損
害
を
賠
償
す
る
責
任
を
負
う
」。

そ
し
て
、「
被
告
は
、
前
示
の
と
お
り
、
市
民
税

の
徴
収
事
務
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
個
々
の
職
員
に

任
せ
て
お
り
、
滞
納
者
の
個
別
的
な
状
況
等
に
つ
い

て
、
右
職
員
か
ら
全
く
報
告
を
受
け
て
い
な
か
っ
た

と
い
う
の
で
あ
り
、
被
告
が
徴
収
事
務
担
当
の
職
員

か
ら
市
民
税
の
滞
納
状
況
等
に
つ
い
て
特
別
に
事
情
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説
明
を
求
め
た
り
、
滞
納
者
に
関
す
る
情
報
に
つ
い

て
報
告
を
受
け
た
り
、
右
情
報
が
被
告
に
伝
達
さ
れ

る
よ
う
な
態
勢
を
確
立
す
る
な
ど
し
て
、
市
民
税
の

徴
収
を
怠
ら
な
い
よ
う
に
本
件
補
助
職
員
に
対
し
て

適
正
な
指
導
監
督
を
行
っ
て
い
た
と
認
め
る
こ
と
は

で
き
な
い
か
ら
、
被
告
が
本
件
補
助
職
員
に
よ
る
本

件
各
市
民
税
の
徴
収
の
懈
怠
を
阻
止
し
得
な
か
っ
た

こ
と
に
は
、
重
大
な
過
失
が
あ
っ
た
」。

２　

徳
島
地
裁
平
成
17
年
５
月
16
日
判
決
〔
特
別
土

地
保
有
税
〕

「
Ｙ
市
に
お
け
る
市
民
税
の
徴
収
に
係
る
権
限
の

専
決
、
委
任
の
有
無
、
そ
の
内
容
等
の
詳
細
に
つ
い

て
は
明
ら
か
で
な
い
も
の
の
、
Ｙ
市
長
は
、
Ｙ
市
を

代
表
す
る
者
と
し
て
、
そ
の
事
務
を
自
ら
の
判
断
と

責
任
に
お
い
て
誠
実
に
管
理
し
、
執
行
す
る
義
務
を

負
う
と
い
う
べ
き
で
あ
る
か
ら
、
本
来
的
に
市
税
を

徴
収
す
る
権
限
を
有
し
、
そ
の
義
務
を
負
う
と
い
う

こ
と
が
で
き
る
。
Ｙ
市
長
は
、
自
ら
市
税
を
徴
収
す

る
場
合
に
は
、法
２
４
２
条
の
２
第
１
項
４
号
の「
当

該
職
員
」
と
し
て
適
正
に
市
税
を
徴
収
す
る
義
務
を

負
う
ほ
か
、
そ
の
権
限
を
Ｙ
市
の
職
員
に
委
任
し
、

又
は
専
決
に
よ
り
処
理
さ
せ
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、

同
号
の
「
当
該
職
員
」
と
し
て
Ｙ
市
の
職
員
が
違
法

に
市
税
の
徴
収
を
怠
る
こ
と
を
阻
止
す
べ
き
指
揮
監

督
上
の
義
務
を
負
い
、
こ
れ
ら
の
義
務
を
怠
っ
た
場

合
に
は
Ｙ
市
に
対
し
て
損
害
賠
償
責
任
を
負
う
」。

そ
し
て
、「
Ｙ
市
長
又
は
Ｙ
市
の
職
員
は
、（
…
）
本

件
各
保
有
税
の
徴
収
権
を
法
的
措
置
等
を
採
る
こ
と

な
く
時
効
に
よ
り
消
滅
さ
せ
た
の
で
あ
る
か
ら
、
Ｙ
市

長
に
は
、
Ａ
か
ら
本
件
各
保
有
税
を
徴
収
す
る
義
務
又

は
上
記
Ｙ
市
の
職
員
が
徴
収
を
怠
る
こ
と
を
阻
止
す
る

指
導
監
督
上
の
義
務
を
怠
っ
た
重
大
な
過
失
が
あ
る
」。

な
お
、
控
訴
審
判
決
（
高
松
高
裁
平
成
20
年
２
月

22
日
判
決
）
で
、
督
促
状
に
よ
る
時
効
中
断
が
認
め

ら
れ
、
徴
収
権
の
時
効
消
滅
前
に
特
別
土
地
保
有
税

が
納
付
さ
れ
た
と
し
て
、
徳
島
地
裁
判
決
は
取
り
消

さ
れ
た
。

３　

京
都
地
裁
平
成
22
年
３
月
18
日
判
決〔
保
育
料
〕

「
保
育
料
債
権
に
つ
い
て
は
、
督
促
に
よ
っ
て
時

効
中
断
の
効
力
が
発
生
す
る
の
に
、
本
件
各
保
育
料

債
権
が
時
効
消
滅
し
た
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、Ｙ
市
が
、

適
切
な
時
期
に
そ
の
督
促
を
行
っ
て
い
な
か
っ
た
こ

と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
そ
し
て
、
保
育
料
債
権
を
納

期
限
ま
で
に
納
付
し
な
い
者
が
あ
る
と
き
、
Ｙ
市
長

は
、
期
限
を
指
定
し
て
こ
れ
を
督
促
し
な
け
れ
ば
な

ら
ず
、
裁
量
の
余
地
は
な
い
の
で
あ
る
か
ら
（
地
方

自
治
法
２
３
１
条
の
３
第
１
項
）、
Ｙ
市
が
適
切
な

時
期
に
督
促
を
行
わ
ず
に
（
し
た
が
っ
て
滞
納
処
分

も
行
わ
ず
に
）
本
件
各
保
育
料
債
権
を
時
効
消
滅
さ

せ
た
こ
と
は
、
こ
の
よ
う
に
法
が
行
う
こ
と
を
義
務

付
け
て
い
る
行
為
を
行
わ
な
か
っ
た
と
い
う
意
味
に

お
い
て
、
財
務
会
計
行
為
（
怠
る
事
実
）
の
違
法
性

を
根
拠
付
け
る
一
つ
の
重
要
な
事
情
と
い
え
る
」。

４　

仙
台
高
裁
秋
田
支
部
平
成
30
年
11
月
28
日
判
決

〔
租
税
債
権
〕

Ｙ
市
の
住
民
で
あ
る
Ｘ
が
、
Ｙ
市
の
市
長
、
副
市

長
、
総
務
部
長
及
び
税
務
課
長
は
、
Ｙ
市
の
租
税
徴

収
を
正
当
な
理
由
な
く
怠
り
不
納
欠
損
処
理
を
し
て

時
効
を
完
成
さ
せ
、
Ｙ
市
に
時
効
消
滅
し
た
滞
納
税

金
に
相
当
す
る
損
害
が
生
じ
た
と
し
て
、
地
方
自
治

法
第
２
４
２
条
の
２
第
１
項
第
４
号
本
文
に
基
づ

き
、
Ｙ
市
に
対
し
、
Ｙ
市
長
ら
に
対
し
、
損
害
賠
償

金
を
請
求
す
る
こ
と
を
求
め
た
住
民
訴
訟
に
お
い
て
、

原
審
（
秋
田
地
裁
平
成
30
年
１
月
29
日
判
決
）
で
は
、

「
市
税
債
権
に
つ
い
て
不
納
欠
損
処
理
を
し
た
こ
と

は
違
法
で
あ
り
、
時
効
を
完
成
さ
せ
た
こ
と
も
違
法

で
あ
る
。」
と
さ
れ
た
の
に
対
し
て
、
控
訴
審
で
は
、

「
当
事
者
双
方
の
主
張
に
は
、
Ｙ
市
職
員
ら
が
行
っ

た
不
納
欠
損
処
理
の
違
法
性
の
有
無
を
問
題
と
す
る

部
分
が
あ
る
が
、
本
件
に
お
い
て
第
１
審
原
告
ら
が

主
張
す
る
怠
る
事
実
は
、
各
市
税
債
権
に
つ
い
て
適

切
な
管
理
を
せ
ず
に
時
効
を
完
成
さ
せ
て
消
滅
さ
せ

た
こ
と
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
違
法
性
を
問
題
に
す
れ

ば
足
り
る
の
で
あ
っ
て
、
各
市
税
債
権
が
時
効
消
滅

し
た
こ
と
を
前
提
に
行
わ
れ
る
行
政
機
関
に
お
け
る

会
計
上
の
内
部
処
理
に
す
ぎ
ず
法
的
効
果
を
有
し
な

い
不
納
欠
損
処
理
の
違
法
性
を
問
題
と
す
る
必
要
は

な
い
」
と
し
た
。
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基本判例

① 最高裁平21.04.28 不法行為に基づく損害賠償請求

② 最高裁平16.04.23 道路占用料相当額

客観的に存在する自治体債権を行使しなかった場合の裁判例

③ 岐阜地裁平24.02.09 市有地の占有料相当額

④ 大阪高裁平28.07.29（原審：京都地裁平28.03.03） 道路占用料相当額

遅延損害金（延滞金）を請求しなかった場合の裁判例

⑤ 津地裁平17.02.24 固定資産税の延滞金

⑥ 名古屋高裁平18.01.19 不動産取得税の延滞金

自治体債権を時効消滅させた場合の裁判例

⑦ 東京高裁平13.02.22（原審：浦和地裁平12.04.24） 市民税

⑧ 徳島地裁平17.05.16（控訴審：高松高裁平20.02.22） 特別土地保有税

⑨ 京都地裁平22.03.18 保育料

⑩ 仙台高裁秋田支部平30.11.28（原審：秋田地裁平30.01.29） 租税債権

図表　自治体債権の管理・回収に関わる判例、裁判例【一覧】


